
①全学協議会とは

全学協議会とは、立命館大学において、大

学という「学びのコミュニティ」を構成する

学部学生（以下、「学生」という）、大学院生（以

下、「院生」という）、教職員および大学（学部

長が理事として参加する常任理事会）が、教

育・研究、学生生活の諸条件の改革・改善に

主体的に関わり、協議するために設置された

機関です。協議の場である「全学協議会」は、

大学を構成する全ての構成員が自治に参加す

る「全構成員自治」の考えのもとに、学生の自

治組織である学友会、院生の自治組織である

院生協議会連合会（以下、院生協議会）、教職

員組合、大学の4つのパートに、学生生活等

を支援する立命館生活協同組合（以下、「立

命生協」という）がオブザーバーとして加わ

り構成されています。

立命館大学では、学費に関わる議論とあわ

せて、これまでの教育と学生・院生支援の成

果を点検し、今後の方向性を確認する取り組

みを全学協議会のなかで行ってきました。こ

の協議の過程においては、学部長・研究科長

をはじめとする各学部・研究科の代表と学生・

院生の代表が協議する懇談会や、教育・学生

生活など各種懇談会等を開催し、学生・院生

の声を聞きながら、大学は、改善・改革に取り

組んできています。

②前回の全学協議会の開催状況

前回の全学協議会は、2016 年度に開催さ

れました。2016 年は、立命館大学の今後 5

年間の基本的な計画となる R2020 後半期

計画を策定しスタートする年でした。2016

年度の全学協議会はこの学園計画論議とも

連関し進められました。

この協議経過を踏まえ、今後、大学が責任

をもって進めることを「2016 年度全学協

議会確認文書」としてとりまとめるととも

に、大学が 2019 年度以降の学費提起を行

う 2018 年 10 月に全学協議会を公開で開

催することを各パートと確認しました。

③2018年度全学協議会開催に向けて

2018 年度は、前回の全学協議会から実

質 1 年強という期間しか経過しておらず、

R2020 後半期計画の実施途上であること

から、前回の全学協議会以降の教育、学生・

院生支援の成果を総合的に総括し、点検す

ることに重点を置きにくい状況にあります。

他方で、取り組みが進んでいる課題や学生

実態として明らかになっている課題、各パー

トから出されている論点も多く存在し、これ

らを出発点として教育・学生支援施策の議論

を各パートと進めてきました。

この文書では、R2020 後半期計画の進捗

や学生実態を取りまとめるとともに、前回の

全学協議会以降に学友会・院生協議会から出

されている主要な論点やこれまでの協議状

況を整理しています。また、2019 年度以降

の教育・学生支援政策について、大学から提

起を行っています。これらを踏まえ、2018

年度全学協議会では協議を進めます。

立命館大学での多様な学びの充実に向けて、

学生・院生をはじめとする構成員のみなさん

がこの議論に積極的に参加

することを期待しています。

2018年度全学協議会に向けたスケジュール

［第Ⅰ章］2018年10月に全学協議会を公開で開催します

2018 年度全学協議会の意義と開催に向けて

特 別 号

2018 年度全学協議会開催に向けて
立命館大学の教育・学生生活充実に向けた
方向性について

学園通信2018

生命科学部版

http://www.ritsumei.ac.jp/features/zengakkyo/schedule/ご意見・ご質問は、全学協議会サイトで受け付けます。

2016年度全学協議会
確認文書（WEB）

5月 6月 7月 8月上旬 9月下旬 10月上旬

学友会・院生協議連合会の 
主に全学協議会に向けた活動 自治委員選挙 学友会 

代議員会
院協総会 

五者懇談会

全学協議会のスケジュール 各種懇談会 代表者会議 代表者会議 全学協議会

全学協議会に向けた 
論点確認、進行確認

論点整理

学友会各学部自治会執行部交代、議論の到達点の確認など

教学、学生、課外、財務等の課題について



学園通信特別号     2018 年度全学協議会開催に向けて

正課、正課外、
課外自主活動における 
多様な学びと学びを
支える環境整備の課題

1

R2020 基本政策では、「各学部、研究

科の教学改革を進めるとともに、総合学園

の強みを活かして、学部や学校の枠を超え

た連携を促進し、社会が求める新しい分野

へ展開すること」などがうたわれています。

R2020 後半期計画では、この方針を踏ま

えて、各学部の教育改革と新たな教育展開

等を計画として策定し、具体的には次の目

標が設定されました。

1.�教学改革を着実に進め、国際水準の教育

展開や社会が提起する新しい課題、人材

像に柔軟に応える新たな教学分野を創出

すること。

2.�教育・研究の単位や分野が相互に連携・

共同し、新たな教育・研究展開を生み出

し、全学・キャンパス横断型等の教育・

研究の“Beyond Borders" を促進する

こと。

こ の 2 つ の 目 標 の 下 で、学 部 段 階 の 教

育改革と国際教育等の新たな教育展開の

方策および教育・研究単位を超えた教育

の Beyond Borders の 方 策 と し て、①

既存学部の教育改革の進展、②海外の大学

とのジョイント・ディグリー・プログラム

（JDP）やデュアル・ディグリー・プログラ

ム（DDP）など新たな展開を含む国際水準

の教育創造、③新たな教育分野の創出、④

キャンパスもしくは全学横断型の教育プロ

グラムの促進、の 4 つの骨子が設定されま

した。これらのそれぞれについて、以下の

ような取り組みが進められています。

①�各学部の将来構想にもとづく 
教育改革の着実な実施

各学部で様々な取り組みが進められてい

ます。具体的な学部の取組みは第Ⅲ章で詳

述します。

②�国際水準での教育創造

1）グローバル教養学部の開設

2019 年 4 月に立命館大学とオーストラ

リア国立大学（ANU）とのデュアル・ディ

グリー・プログラムを組み込んだ「グロー

バル教養学部」が OIC に開設されます。（立

命館大学グローバル教養学部公式サイト 

http://www.ritsumei.ac.jp/gla/pre/）

2）�国際関係学部とアメリカン大学（AU） 
とのジョイント・ディグリー・ 
プログラム（JDP）発足

2018 年 4 月 に「 ア メ リ カ ン 大 学・立

命 館 大 学 国 際 連 携 学 科 」が 開 設 さ れ、両

大 学 共 同 の「 グ ロ ー バ ル 国 際 関 係 学 」の

学位が取得できる学部レベルでは日本初

の JDP が 発 足 し ま し た。（http://www.

ritsumei.ac.jp/ir/curriculum2018/joint_

degree/）

3）�キャンパス・アジア・プログラムと 
イノベーター養成プログラム

文学部の日韓中三大学共同運営による

「キャンパスアジア・プログラム」は 2016

年度から常設プログラムとなり、文部科学

省の「大学の世界展開力強化事業」に 2 期

連 続 で 採 択 さ れ ま し た。2013 年 度 に 同

じく「世界展開力強化事業」に採択された

「 国 際 PBL（Problem ／ Project-based 

Learning）によるイノベーター養成プロ

グラム（AIMS）」では、2017 年度はタイ

とインドネシアの留学生 26 人を受け入

れ、24 名を派遣しました。

4）�グローバル・フィールドワーク 
プログラム（GFP）の開設

2017 年度教養科目 B 群に事前事後の集

中合宿と超短期派遣で構成する GFP を開

設し、学生の海外体験の後押しを進めまし

た（派遣者 60 名、応募 146 名）。

これらの取り組みを通じて、本学はスー

パーグローバル大学（SGU）創成支援事業

の 2017 年度の中間評価において、「S、A、

B、C、D」の 5 段階評価のうち、上位 2 番

目の「A」評価を受けました。

③新たな教育分野の創造

2018 年 4 月に、「食」について総合的

に学ぶ食マネジメント学部を BKC に開設

しました。

④�キャンパス単位の 
プログラムの推進

BKC の 全 学 部 が 利 用 で き る プ ロ グ ラ

ミングやものづくりの実践の場として、

2018 年 4 月 に オ ー ル イ ン・ワ ン・ラ ボ

（AIOL）が発足しました。

次に 2016 年度全学協議会確認文書の

骨子に即した現在までの進捗状況をまとめ

ます。

①�教育目標を達成するための 
体系的学習と単位の実質化

◦�教育目標と個々の科目の関係を示すカリ

キュラム・マップ、回生やセメスターの

進行に沿った学びの構造を示すカリキュ

ラム・ツリー、個々の科目の内容と到達

目標を示す科目概要を活用して、カリ

キュラムの体系化を進めています。

◦�卒業時の学力を保証するために、各学部で

客観データ（基幹的科目の履修・単位取得・

成績分布、卒業論文の提出率・合格率など）

および主観データ（「学びと成長調査」や授

業アンケートを含む各種の調査など）を用

いて、教育目標をどの程度達成できている

かの総合的な検証を行っています。

②�主体的・能動的学習の基礎づくり
となる初年次教育の展開

◦ �2016 年 度 よ り「 学 び と 成 長 調 査 」

（２. 1参照）を実施して教育改善に活用
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しています。

◦�各学部で、また学部の枠を超えて、教育

改善のために設定された予算を活用し

て、初年次における学習方法の習得や主

体的な学習姿勢の形成に向けた取り組み

を展開しています。

◦�教養教育について、低回生向けの初年次教

育を含む学びの移行期に着目した科目群

を設定し、各教養科目を導入・形成・先端

に区分し可視化する検討を進めています。

③�異文化・多文化の理解と 
教育国際化

◦ �2018 年 4 月にすべてのキャンパスに、

国際交流の拠点として、国境の壁、文化

の壁、言葉の壁など様々な Borders を

超えて繋がりを生み出し共に学ぶグロー

バルコモンズ Beyond Borders Plaza

（以下、BBP）を開設しました。

④�正課・正課外での学習を通した 
主体的・能動的学びの 
仕組みづくり

◦�個々の学生の状況に応じて、時間やタス

ク管理等の自立した学習者に向けた支援

と多様なコミュニティにおけるリーダー

層への支援を行う Student Success 

Program（以下、SSP。２. 2参照）を開

始しました。

⑤�「学びの立命館モデル」の具体化
とコモンズ整備・ICT の活用

◦�大学の授業と課外活動など学生生活全体

を通じて学び成長する「学びの立命館モ

デル」の具体化として、立命館大学の全

構成員が共有する学生育成目標を学部と

大学院のそれぞれについて成文化し、公

表しました（日本語・英語）。

◦�場所としてのコモンズ自体は整備されて

いますが、図書館の「ぴあら」やコモンズ

との役割分担のあり様などが課題となっ

ています。各キャンパスのコモンズと正課

との関連付けが課題となっており、この点

について検討を進めているところです。

◦�シラバス、レポート試験の受付、休補講

連絡、学部ホームページの基本情報など

を統合することにより、manaba+R の

利用を推進しています。

学生生活充実に向けた 
課題

2

前回の全学協議会での議論を通じ、大学

は、R2020後半期計画中に学生生活充実に

向けた課題を踏まえた具体的な取り組みを

進めることを確認文書として確認しました。

現在の取り組み状況は以下のとおりです。

①�学生の多様な学びを支え、 
安心・安全・快適・健康に学び・ 
学生生活を過ごすための 
環境整備

多様なコモンズの整備と施設改修に関わ

る課題、食環境の改善・充実について、各キャ

ンパスの取り組みは下表のとおりです。

キャンパス全面禁煙化の推進について

は、キャンパス禁煙化推進委員会を置き、

各年度の取り組み方針を確認し、キャン

ペーン等の取り組みを行っています。特に

2017 年度は 2018 年度～ 2020 年度の

3 ヵ年計画を策定するなかで、防火管理エ

リアを卒煙支援エリアと位置づけ直し、卒

煙への取り組みや新規喫煙者にならない取

り組みを重視していくこととしました。

衣笠キャンパス存心館の改修後：
存心館1階ラーニングコモンズ「ろこも」

BKCアクロスウイング1階
ラーニングコモンズ「Across Lounge」

manaba+Rの画面

衣笠キャンパス
2017年度に学生会館の耐震補強にあわせた1・2階の改修、存心館の改
修工事を行いました。存心館食堂リニューアルでは、ムスリムフレンドリー
認証を取得しました。

びわこ・くさつ 
キャンパス

・�2016年に竣工したスポーツ健康コモンズにおいて、2017年度から学
内外を対象としたレッスンプログラムサービス（ヨガ、アクアエクササ
イズ、プール個人利用等）を開講しました。また、2017年4月、BKC
スポーツ健康コモンズ1階のリラックスコモンズ内に、「知るカフェ +」
がOPENし、多くの学生が利用しています。

・�2018年4月からBKCアクロスウイング1階にラーニングコモンズと
して、Across Loungeなどを開設しました。

大阪いばらき 
キャンパス

・�2017年度にOICアリーナの空調設備を整備しました。

・�2017年度にOICインターナショナルハウス（国際寮）が竣工しました。

■ �コモンズの整備と施設改修に関わる課題、食環境の改善・充実についての各キャンパスの取り組み

3
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② �Borderを超えてチャレンジする
学生の支援

活動フィールドの拡充と課外自主活動の

充実・活性化支援に向けて、2017年度か

ら、新たな成長支援型奨学金制度の運用を

開始しました。多様な学びのコミュニティ

の形成に向けて、コミュニティでの活動の

支援や、大学が正課外プログラムをつくっ

て参加者を募る方式など、学生の多様な活

動を後押しすることに取り組んでいます。

また、このような活動の成果発表・交流の機

会を設けてきています。

重点強化クラブの選定と支援について

は、2017 年度からの第 2 期重点強化クラ

ブを指定し支援を開始しています。その他、

学友会体育会本部からの提案を受け、学園

アイデンティティを醸成するための企画を

検討しています。この企画は企業との産学

連携により進める予定です。

③�多様な学生間の交流促進と多様
なコミュニティの創出・活性化

新たな学び・活動が生まれる学生交流

の促進については、異文化交流を促進す

る助成金制度の運用を開始しました。約

200 名の学生が BKC セントラルアーク

に集い、各国からの留学生達が母国の手

料理を振舞いあうといった異文化交流活

動が始まっています。

また、「学びのコミュニティ集団形成助

成 金 」の 活 用 に つ い て は、BKC を“ 小 さ

な 地 球 ”と 捉 え て SDGs（Sustainable 

Development Goals [ 持続可能な開発目

標] の略称）をアレンジし、学生団体が主

体となって実践する“日本初の学生主催・

SDGs 体 験 型 イ ベ ン ト「Sustainable 

Week」”が実施されるなど、様々な活動が

展開されています。

キャンパス間移動に関しては、シャトル

バスを学生のニーズにあわせて柔軟なダ

イヤや降車場所の設定が可能となるよう、

2018 年度から路線バスから貸切バスへ

切り替えて運行しています。

その他、他キャンパスに比して参加率が

低いOICの課外自主活動の活性化について

は、2017年度に実施した1回生対象のア

ンケート結果から、約8割の学生が正課以

外での自主活動を行っている実態がわかり

ました。従来からあるクラブ・サークル活動

以外での活動の領域が各キャンパスを取り

巻く物理的・社会的環境の変化に伴い急速

に広がっていることの現われと捉え、活動

の把握とそれぞれのキャンパス特性を踏ま

えた支援を進めていくことが課題となって

います。

④�自立と成長の支援と学生支援の
充実

正課と課外の両立促進をはじめとした自

立と成長の支援について、時間やタスクの

管理スキルや学習スキルの習得のための講

座、個別相談などのSSP「自立支援プログ

ラム」を開始しました。課外自主活動の参加

有無に関わらず、多くの学生が一人ひとり

の課題に応じて講座に参加しています。ま

た、多様なコミュニティにおけるリーダー

層への支援をSSP「成長支援プログラム」

として開始しました。組織運営や会計等の

リーダーに求められる学びの体系化を進

め、コミュニティの成長を牽引する学生の

成長支援を目指していきます。

学生支援の充実では、多様な学生の支援

とピア・サポート（学生同士による支えあ

いと学びあい）の拡充の課題について、多

様なピア・サポート活動の情報をまとめ

た 冊 子『Peer Support Activities』を

2017 年度に新たに発行しました。多様な

ピア・サポート団体が相互連携するなど活

動が広がり、充実した学生の支援につなが

ることを目指していきます。
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「立命館大学学びのコミュニティ集団形
成助成金（正課外プログラム）」による助
成対象プログラムのひとつとして、岩手
県大船渡市をフィールドとした「大船渡
まちづくりプログラム」を実施しました。
このプログラムは大学が企画し参加者を
募るものとして、2017 年度から新たに
始まりました。内容は事前事後の学習に
加 え、2018 年 2 月 17 日 〜 22 日（5 泊
6 日）で現地に訪れて活動しました。大船
渡駅周辺地区コミュニティ再生に向けた
取り組みや大船渡市盛町天照御祖神社の
式年例祭、五年祭の活性化に向けた取り
組みを地域の方とともに進めました。 Sustainable Week は、 活 動 団 体 や

キャンパスの枠を超えて、行政や地域と
も連携したイベントとして、本学学生の
約 700 名（参加団体・協力団体 計 28 団
体）が関わり、地域の方等を含む延べ約
2,300 名が参加する大きなイベントに
発展しました。

スポーツ分野
アメリカンフットボール部、女子陸上競技部、ホッケー部、硬式野球部、 
サッカー部、男子陸上競技部、ラグビー部

文化・芸術・研究
ものづくり分野

応援団吹奏楽部、応援団チアリーダー部、バトントワリング部、囲碁研究部、
将棋研究会、かるた会、交響楽団、能楽部、飛行機研究会、Ri-one

■ �スポーツ分野、文化・芸術・研究ものづくり分野の重点強化クラブ

大船渡高校でのワークショプ

Sustainable Weekの様子

Peer Support Activities
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1 教育に関わる学生実態

①学びと成長調査

立命館大学では、学生の皆さんの学習の

状況を包括的に把握し、その結果を教育改

善に活用するために、それまで一部の学部

で実施していた「学びの実態調査」を発展

させて、2016 年度から全ての学部で「学

びと成長調査」を開始しました。2016 年

度末に実施した卒業生調査および 2017

年度初めに実施した新入生調査・在学生調

査では、24,613 名の皆さんから回答を得

ています。この調査から、学びの意欲や達

成感の高さ、専門的知識の習得、協同的な

学びの経験などの積極的な側面とともに、

いくつかの課題も見えてきました。その一

つが授業外学習時間の状況です。

②予復習・課題学習時間

開講期間中の 1 週間の平均的な授業外で

の予復習・課題学習の時間の分布は、下図

のとおりです。1 週間に平均して予復習・

課題学習を週 6 時間以上行っている学生は

どの回生時でも 8 〜 10％程度、3 〜 5 時

間行っている学生は 1 回生時に 14%、2 回

生時以降は 11 〜 12% です。一方、1 週間

に 0 時間と 1 時間未満をあわせた比率は、

1 回生時には 36% ですが、2 回生時以降に

は 45 〜 47% 程度とほぼ半数近くまで高

まっています。

これらを全国平均（ベネッセ教育総合研

究所が 2016 年に全国の大学生約 5,000

名を対象に行った「大学生の学習・生活実

態調査」）と比較すると、本学の分布の特徴

は、1 時間未満および 1 〜 2 時間の比率が

全国平均より多い（0 時間および 3 時間以

上が少ない）という点にあります。2017

年 7 月に実施した「学生生活アンケート」

によれば、試験に近い時期の授業外学習時

間は、開講期間中の平均よりも長くなって

います。しかし、この調査でも、4 割以上は

1 日 30 分以下であり、1 日に 1 時間以上予

復習する学生は 1/4 程度にとどまります。

以上の状況は、授業内での学習の前提で

あるべき授業外（キャンパス内や自宅）で

の予復習・課題学習が、時間数という面で

は十分に行われていないことを示してい

ます。

③自主学習時間

一人ひとりの関心や問題意識に基づく自

主的な学びは、正課の授業とともに、大学

における学びの重要な部分です。開講期間

中の 1 週間の平均的な自主学習時間の分布

は、下のグラフのとおりです。自主学習を

一週間に 3 時間以上している学生の比率

は、2 回 生 時 ま で は 11 〜 12% 程 度 で す

が、3 回生時以降は 18％程度に増加してい

ます。絶対時間としては短いながらも、回

生の進行とともに、自主学習時間がいくら

か伸びる傾向がみられることは、主体的に

学ぶ姿勢の形成という点で重要です。

④授業外学習の意義

授業外学習は、大学での学びを充実した

ものとするうえで、きわめて大きな意義を

2017 年度以降の 
学部生対象の 
奨学金・助成金制度

3

2017 年度から新たな奨学金・助成金制

度の運用を開始しました。学生の多様な学

びを支援する「学びの立命館モデル関連奨

学金」では、延べ約 1,600 名の学生が奨学

金を受給し活動を始めています。また、本

学独自の「経済支援型奨学金」では、2017

年度においては、「給与収入 329 万円以

下層」の出願者全員に対して、後期学費全

額もしくは半額相当額を給付しました。海

外留学をする本学学生に対する支援では、

「チャレンジ奨学金」と「サポート奨学金」

を整備し、2017 年度は延べ 1,332 名の

学生がこの奨学金を活用し、海外に留学し

ています。これらの奨学金は、総額 19 億

円で全国トップレベルの水準にあります。

2. R2020 計画の取り組みと学生実態

■ �予復習・課題学習時間のグラフ ■ �自主学習時間のグラフ
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学園通信特別号     2018 年度全学協議会開催に向けて

もっています。実際に、「学びと成長調査」

の様々な設問への回答と学習時間の関係を

調べると、授業外学習時間が長い学生ほど、

授業に勤勉かつ計画的に学習に取り組んで

いることがうかがわれます。また、授業外

学習時間の長い学生の多くは、授業で興味

を持ったテーマを自主的に掘り下げて学習

し、授業外での経験を授業の内容に結びつ

けて考え、グループ学習で自分の考えを述

べるという、主体的・積極的な学習姿勢を

身につけています。そのような姿勢が、学

習への高い意欲や、正課における学びと成

長の高い満足感につながっていると考えら

れます。さらに、課外での学びと成長につ

いても、授業外学習時間が多いほど満足感

が高くなる傾向があります。

⑤授業外学習時間の増大に向けて

学習時間が不足している背景には、学習

の仕方がわからない、学習の内容に意欲や

興味がもちにくい、授業外で取り組むべき

課題が授業内で具体的に示されない、など

の事情があります。また、アルバイトの必

要や通学時間など、生活に関わる要因も無

視できません。授業外学習時間を増やすに

は、皆さんの間での学習の意欲の高まりや

主体的な学習姿勢の獲得とともに、教員の

側での適切な指示・指導や、生活面の諸要

因に対応する具体的な支援が必要です。

こうした問題意識に立って、本学では、

第 V 章で述べるように、これまでの取り組

みをさらに発展させて、初年次教育に重点

を置いた新たな学習支援・学生生活支援の

枠組を形成していく予定です。

学生生活に関わる 
学生実態

2

急速に進むグローバリゼーション、ICT

の進展等による社会構造の変化に伴い、社

会で求められる人材像にも変化がみられ、

多様性を尊重しつつ主体的に協働するこ

とができる人が求められています。このよ

うな能力は、集団（コミュニティ）の中で、

仲間とコミュニケーションを図り、解のな

い課題に向き合いながら、解決への道を探

る中で培われると考えられます。一方で、

SNS などのコミュニケーションの多様化

やアルバイトなどを含めた正課以外での活

動領域の広がりにより、集団での活動のあ

り方も多様になり、大学生活での集団活動

の難しさも出てきています。

本学は、多様なバックグラウンドや個性

を持つ学生達が主体として学び成長してい

くことを支援しています。特に正課・課外

自主活動を通じた「学びのコミュニティ」

の中で相互に学びあい、切磋琢磨する中で

学生を育成することをめざしています。

R2020 前半期・後半期計画における学

生支援の重点的な取組みとして、①多様な

学びのコミュニティ形成とコミュニティで

の主体的な学び、②包括的学習者支援体制

の構築、③ Border を超えてチャレンジす

る学生の育成・支援、を進めていきました。

それぞれの取り組みから見えてきた学生実

態を報告します。

①�多様な課外コミュニティ形成の 
到達点

学生の課外自主活動参加率は、大学が把

握しているクラブ・サークル・団体等の活

動だけでも近年では約 7 割に到達していま

す。このような背景には、多様な課外での

活動に対して、大学が支援を広げてきたこ

とが挙げられます。2012 年度から、活動

のプロセスを支援する成長支援型の奨学金

を新たに導入し、3 人以上の自主的コミュ

ニティの立ち上げを支援してきました。こ

の成長支援型奨学金を受給して活動する学

生は、毎年 500 〜 650 人程度おり、意欲

ある学生に応える制度となっています。

さらに、ピア・サポート活動に参加する

学生も実人数で 3,306 人（2017 年度把

握分）おり、48 団体が活動をしています。

この規模でピア・サポート活動を行ってい

る大学は他にはなく、本学の学生活動の大

きな特色といえます。また、このような正

［第Ⅱ章］2016年度全学協議会以降の取組みについて

■ �課外自主活動参加者数推移

6



課以外でのコミュニティでの自主活動を

行った学生は、高い満足度で卒業している

傾向にあります。（卒業時アンケート結果

より）。

他方で、いくつかの課題や実態も明らか

になってきました。大学が把握している学

生の正課以外での自主活動は約 7 割となっ

ていますが、1 回生を対象に実施したアン

ケートによると、約 8 割の学生が正課以外

の自主活動を行っていると答えています。

このことから、学生の正課以外の活動の幅

は広がっており、さらなる把握と支援のあ

り方の検討が必要であると考えています。

また、ピア・サポート活動は、自治的な活

動から業務的な位置づけのもの、教育支援か

ら生活支援まで、多種多様です。また、オリ

ター制度も、学部によりその位置付けや役割

が大きく異なる現状にあります。このような

中で各学部やキャンパスの特性を踏まえな

がら、ピア・サポートを担う学生が身に付け

るべき知識・能力を習得するための体系的な

研修が求められるようになっています。

②�包括的学習者支援の到達点と 
除籍・退学者の実態

本学では、多様な学生の支援を行うこと

を 目 的 に、1997 年 に 学 生 サ ポ ー ト ル ー

ム（カウンセリング）、2006 年に障害学

生支援室、2011 年に特別ニーズ学生支援

室（2016 年に障害学生支援室と統合）を

設置し、多様な学生を支援する体制を構築

してきました。そして、2017 年度には、

SSP「自立支援プログラム」の取組みを開

始しました。これらの包括的な学生支援体

制の充実により、各組織の利用者数、支援

者数は増加しています。多様に広がる学生

生活の中で様々な壁を感じながらも、そう

した壁にしっかりと向き合って乗り越えよ

うとする学生像がうかがい知れます。

一方で、除籍・退学をする学生も毎年度一

定数存在しています。2016年度に除籍・退

学した学生は548名で、全学生数の1.7％

にあたります。また、留学生の除籍・退学

者の割合は2016年度34名で全留学生の

2.9％と相対的に高くなっています。除籍・

退学をする学生は、受験した入試方式や自

宅通学・下宿の別によらず、入学直後の学期

から、学生生活への適応や大学での学習へ

の適応につまずく兆しが出ていることが、

学習状況から明らかになりつつあります。

つまずきを抱えた学生に対する早期の発見

と支援が求められていると言えます。

その他、2017年度春学期に1回生を対

象に行ったアンケート結果から、1回生が大

学生活を始めるにあたっての支援ニーズも

明らかになってきています。具体的には、新

入生の68％が大学での勉強に関してもっ

と支援して欲しかったと回答しています。

次いで「大学生活に慣れること（43％）」、

「資格取得、留学に関して（41％）」と回答

しています。こうした新入生の支援（初年次

教育）は、今回の全学協議会でも学友会と協

議する主要な論点となっています。

③�課外自主活動の到達点と 
環境整備

本学は、課外自主活動の活性化・高度化

支援に継続して取り組んできており、文化・

芸術・スポーツ等の各分野で、全国大会や

世界レベルの大会等で実績があるクラブ・

学生が数多く存在します。また、本学はス

ポーツ庁による大学スポーツ振興の推進事

業（いわゆる日本版 NCAA 推進事業）の採

択 8 大学の一つとなりました。この事業に

より、「大学横断的組織として関西コンソー

シアムの検討（一般社団法人大学スポーツ

コンソーシアム KANSAI（通称：KCAA）

の設立）」や「スポーツ活動と学習活動の両

面を高度化に資する取り組みの支援」を推

進し、大学スポーツの価値を高め、優秀な

人材輩出や地域社会への貢献を進める取り

組みを行っています。

その他、前回の全学協議会で確認された

課外自主活動の組織運営を支援する取り組

みとして、SSP「成長支援プログラム」を

2017 年度から開始し、組織支援ワーク

ショップ（606 名参加）、キャリアセミナー

（350 名参加）、会計セミナー（163 名参

加）を行いました。多くの学生が組織運営

の高度化には関心が高いものの、「報告・

連絡・相談等、情報共有がうまくいかない」、

「受身の姿勢になりがち」、「困ったときの

相談先が先輩しかいない」などの課題を感

じていることが明らかになっており、活動

の高度化に向けたさらなる支援が課題と言

えます。

課外自主活動の高度化に向けた支援を進

める一方、時間的・物理的な制約・課題も

明らかになっています。具体的には、体育

会所属学生全員の平均でも、練習・移動等

■ �新入生の大学生活での支援ニーズ（2017年度1回生アンケートより）

場所 クラブ 所属人数

原谷グラウンド サッカー部、軟式野球部、相撲部  等 553名（19.9%）

柊野グラウンド 硬式野球部、アーチェリー部、弓道部  等 330名（11.9%）

琵琶湖周辺 ボート部、ヨット部、カヌー部 87名（3.1%）

■ �原谷・柊野、琵琶湖周辺のオフキャンパスで活動する体育会所属学生数（2017年度実績）

※その他、スキー部やスケート部、アイスホッケー部などキャンパス外の施設等で活動する学生もいます。
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初年次教育の 
充実化に向けた課題

1

前回の全学協議会では、進路を見据えて

体系的に学ぶためには、初年次における大

学での学びの転換と目標を見据えた計画的

な学びの動機づけが重要であることが確認

され、主体的・能動的に学んでいくための

基礎づくりとして初年次教育の重要性が認

識されました。これを受け、各学部におい

て、初年次教育における学習の動機づけや

専門の基礎学力をつけることに取り組ん

できました。これまで初年次教育における

自主活動として、オリター・エンター（以

下、オリター団）は、新入生の支援を行って

きましたが、学友会は、オリター団の役割

と学部の役割の切り分けが曖昧になってお

り、新入生への支援内容と支援者を明確に

すべきであることを課題としてあげていま

す。2017年度全学協議会代表者会議では、

オリター団の役割を検討するにあたり、新

入生の実態を踏まえ、「教員と協働した正

課に関わる学習支援」と「生活支援の位置づ

け」を考慮すべきことを指摘しました。その

うえで、ピア・サポートを担う学生が身に

付けるべき知識・能力やその獲得のための

体系的な研修制度の充実も求めています。

大学は、学生同士の学び合いとしての多

様なピア・サポート活動が本学の特色で

あり、ますます初年次教育が重要になるな

か、初年次の支援が大きな課題であること

を認識しています。オリター団は、1991

年度全学協議会より、クラス・ゼミを基礎

とした学生同士が学び合う学生の自主的・

主体的活動に対する全学的支援から始ま

り、各学部で個別に具体化され、他大学か

らも注目されてきた仕組みとして運営され

てきました。しかしながら、学部によって

その位置付けや役割が大きく異なるなど

個々の課題が顕在化してきました。今後オ

リター団が果たすべき役割について、各学

部の教育上の特色に配慮しつつ、改めて検

討する必要があり、実態把握とともに学友

会と引き続き協議をしていきたいと考えて

います。

教育の国際化と 
留学生支援の充実

2

前回の全学協議会では、グローバル化を

含む学生間の交流について、日本人学生は

留学生との交流や異文化理解に高い関心を

持つが、実際に交流に関与する学生が少な

い実態があること、その要因として言語運

用能力や日常で交流する機会の少なさを指

摘しました。これを受けて、大学は学生が

授業以外の場でも多様な価値観に触れ、留

学生と日本人学生、留学生間でもさまざま

に交流することのできる機会を創出する方

向性を確認し、2018 年 4 月から各キャン

パスに、BBP を開設しました（１. 1参照）。

学友会は、留学生の実態把握が不十分と

の認識から、2017 年度に留学生等との懇

談会により留学生の声を聞いてきました。

現時点で学友会は、留学生の履修相談、施

設利用、課外自主活動への参加、ピア・サ

ポート団体の紹介、下宿探しを含む生活支

援など様々な目的や課題に対して一元的に

相談できる窓口がないこと、英語基準の開

講科目が少ないこと、春入学者に重点を置

いた開講になっているなど留学生向けの科

目に課題があることなどを指摘していま

す。正課との連携など、より多くの学生が

新たに設置された BBP を活用できるよう

にすることも要請しています。

大 学 は、英 語 基 準 専 攻 の 新 設、受 入 留

学生数の増大など、国際化の進展に伴っ

て、英語で行う講義を通じた学びのニー

ズが高まっていることを認識しています。

2018 年度すでに複数クラス開講に着手

し、教養教育改革に向けて、共通教育推進

機構は国際教養科目区分の強化を提起し

ています。国際教育推進機構や言語教育推

進機構言語教育センターとの連携を強め、

異文化交流科目区分、海外留学科目区分な

ど英語等で実施する科目を増やす方向で

進めています。

留学生支援にはこれまで、チューター、

バディ、オリターをはじめ、学生・院生が

さまざまに力を合わせて取り組む草の根の

自治援助組織・活動が力を発揮してきまし

た。大学は、英語基準の学生が 3 キャンパ

スに在籍するようになり、今後も留学生の

増加が予想されるなか、従来とは異なる質

と量のサポートが要請されつつあり、外国

語によるメンタルサポートを含む留学生へ

の生活支援への課題認識をもっています。

2017 年 度 全 学 協 議 会 代 表 者 会 議 で は、

BBP が実質的な国際交流の拠点の役割を

果たすために、正課とのつながりを密にす

る必要があることを明らかにしました。教

員コーディネーターや学生スタッフが常駐

する BBP では、留学生やこれから海外に

留学しようとする学生の相談のほか、BBP

に集う学生同士の相互支援・交流を促進す

るとともに、国際交流団体・グループ学生

［第Ⅱ章］2016年度全学協議会以降の取組みについて

3. 2018 年度全学協議会に向けて学友会から出されている主要な論点

に 1 日あたり約 5.1 時間を費やしており、

限られた時間を有効に使う力が求められる

と言えます。また、代表選手など高い水準

での活動になると、どのように学習計画を

立てていくことが望ましいのか、学習アド

バイジングも必要となっています。

また、体育会所属学生の約 35％にあた

る 970 名以上が原谷・柊野グラウンド、琵

琶湖周辺等のオフキャンパスで活動してい

ます。この環境についても学びと成長の場

にふさわしい整備が求められるとともに、

安心・安全な移動ということも課題となり

ます。傷害予防などの観点からは、施設・

設備の整備、スポーツ・トレーナーの整備

等も喫緊の課題です。

このように、安心・安全かつ学業との両

立も考慮した、課外自主活動環境の課題が

浮かび上がってきています。
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のエンパワーメントも図っていきたいと考

えています。

大学は、学生が利用者としてだけではな

く、運営主体としても、教員・職員ととも

に BBP を創り上げていくことを期待して

います。

課外自主活動の高度化3

学友会は、2014年度に「立命館学びの森

プロジェクト」を立ち上げ、大学での学びの

あり方として、確かな学力をつけることが

重要な要素であることを前提としながら、

大学生としての成長に資する経験として課

外自主活動も重要な位置づけにあることを

結論としてまとめました。これを前回の全

学協議会でも指摘し、また、2017年度全学

協議会代表者会議において、課外自主活動

の高度化に関わる大学の見解を求めました。

これを受け、大学側からは、課外自主活

動の位置づけについては学友会の見解に賛

同しつつ、高度化を評価する視点として、

①結果だけでなく目標に向かうプロセスも

重視すること、②プロセスの中で自己管理

と同時に集団内外の他者との協働も重要で

あること、③正課と課外自主活動は両立が

前提であり、大学は一人ひとりの正課・課

外自主活動の両面での成長を後押しする、

との見解を示しました。

学友会は、大学側の見解に理解を示した

上で、2018 年度全学協議会では以下の論

点での協議を求めています。

①�課外自主活動を行うにあたって、大会等

と授業が重なり、やむなく授業を欠席し

なければならない状況が発生します。現

在大学は、「試合等参加証明書」を運用

し、授業担当者に学生への支援をお願い

しています。学友会は、このとき、学生

の学ぶ権利を尊重し、事前や事後のフォ

ローが授業形態に応じて確実に実施され

るよう求めています。学友会は、このよ

うな「試合等参加証明書」の役割の再確

認と、当該学生への学習支援を適切に行

うことを求めています。

②�特に、柊野等のオフキャンパスでの活動

の安全対策については、施設・設備の老

朽化をはじめとした対策や夜間移動時の

安全対策など、対応が必要な喫緊の課題

があり、安心・安全かつ学業との両立も

考慮した活動条件や施設条件への改善を

求めています。

大学は、課外自主活動も大学における学

びと成長の場であるという基本認識に立

ち、課外自主活動と学業との両立を図るた

めの方策、安心・安全に活動できる環境づ

くりについて、学友会との協議も踏まえつ

つ検討していきます。試合等参加証明書に

ついては、教員へ制度を適切に周知し、運

用ができるようにすることが課題と認識し

ています。

キャンパス環境の 
質向上

4

学友会は、昨今の学生の関心は日常的な

学生生活で生じる課題の改善にあり、学生

生活での満足度に与える重要な要素の一つ

であると指摘し、キャンパス環境の質向上

にも重点をおいて協議を求めています。

これを踏まえ、2017 年度には、大学と

学友会が協議する機会として、キャンパス

懇談会やテーマ別懇談会を実施し、キャン

パス環境の質向上に向けた協議を行いまし

た。2018 年度全学協議会に向けて協議を

求める具体的な論点として、以下が挙げら

れています。

①�食環境の充実について、大学が「ランチ

ストリート」を導入し、食環境の改善を

図っていることを評価する一方で、依然

としてすべてのキャンパスにおいて昼休

みの時間帯での食堂等の混雑が生じてい

る実態を指摘し、改善を求めています。

② �BKCにおける駐輪場の利便性の向上につ

いて、約4割の学生が自転車通学をする

実態の中で、駐輪場が正門付近にあるた

め、広大なキャンパス内の移動に時間を

要し、不便を感じる学生が多い点を指摘

しています。こうしたことから、キャンパ

スの中央付近にも駐輪場を設置すること

を、学友会は求めています。

③ �OIC 図書館における蔵書の充実につい

て、総合心理学部の回生進行に伴って計

画的に蔵書が増やされるものの、他キャ

ンパスと比しても蔵書が十分とは言え

ない点を指摘し、グローバル教養学部が

開設予定であることも考慮して、充実し

た蔵書となるよう求めています。

④ �BKC に お け る 自 習 環 境 の 充 実 に つ い

て、授業外での学習が求められる中で、

特に理系学部の自習スペースが十分で

はないとの指摘が学友会から出されて

います。そのため、図書館（メディアセ

ンター）での専門書を利用した学習のた

めのぴあらの座席数拡充など、自習環境

の充実を求めています。

⑤ �ICT 環境の充実について、授業内はもと

より学生生活全般において、インター

ネットへの接続環境は必要不可欠であ

るものの、キャンパス内での無線 LAN

環境が十分でないエリアがある点を学

友会は指摘しています。この無線 LAN

環境は、授業での利用を優先するなどの

方針を持って整備を進めてきた点は学

友会も理解を示していますが、整備方針

を決めるプロセスの中で、学生の声を聞

き ICT 環境の整備方針・計画に反映する

ことを求めています。

⑥�キャンパス禁煙化の推進について、受動

喫煙の防止に向けて、継続して協議する

ことを学友会は求めています。

これらのキャンパス環境の質向上課題

について、2018 年度全学協議会に向けた

懇談会等で協議を行っていくことを予定

しています。

BBPでの活動の様子

BBPでの活動の様子
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学園通信特別号     2018 年度全学協議会開催に向けて

［第Ⅲ章］各学部の取り組みの到達点と課題

10

学びの転換における現状と課題

生命科学部では新入生オリエンテーショ

ン期に物理、化学、生物の基礎学力診断テス

トを実施しています。その結果を基に、これ

らの基礎科目に関する学力が不足している

学生に対して、大学での学びに円滑に転換

できるよう「初修物理」、「初修生物」（自由

科目）の履修を推奨しています。これらの科

目の受講を促進するため、基礎学力診断テ

ストの結果返却時などに受講の必要性につ

いての説明を行っていましたが、セメスター

進行にともない受講者の漸減傾向が続いて

いました。2017年度からは、「初修物理」、

「初修生物」の内容を、専門基礎科目、専門

科目の学修に必要最小限の範囲に絞り、1ク

オーターで終了する1単位の科目に変更し

ました。2017年に着任した理工系基礎教

育専任講師が「初修生物」を担当し、きめ細

やかな指導に努めています。これまで以上

に、オリター団との連携を深めつつ、これら

の科目の受講促進に取り組んでいきます。

生命科学部では薬学部と協力して化学・生

物駆け込み寺を開設しています。2017年

度から、リンクスクエア2Fピアラーニング

コモンズに開催場所を移しましたが、利用

者の増加に対応するために周辺の演習室も

使用しており、利用者の利便性を改善しま

した。2017年度から新入生オリエンテー

ション期間内に開催日や日程について広報

するとともにオリター団と協力しつつ新入

生を中心に周知の徹底を行った結果、2017

年度の利用者は著しく増加しました。ここで

も、2017年度から理工系基礎教育専任講

師が「化学」と「生物」の指導に努めています。

生命科学部での導入科目として1回生春

学期に開講している「生命科学概論」では、

各学科における学びの概観、研究者・技術

者の役割や責任について学ぶとともに、高

等学校と大学での学びの違いについても学

びます。

2015年4月に完成したバイオリンクの

各施設についても学びの転換のための積極

的な活用を検討していきます。

学びの集大成である 
卒業研究へのアプローチ

大学での学びをより充実したものとする

ためには、学部での学びの集大成である卒

業研究にいたる道程を1回生時から明確に

意識しつつ、講義・演習・実験科目を履修す

る必要があります。そのため、1回生の基礎

演習科目や3回生のセミナー科目における

研究紹介や研究室訪問、ホームページによ

る情報公開、TAやESとの授業を通じた交

流など様々な場面で、学部での学びがどの

ように研究と結びつき、その研究が社会で

どんな意味を持つかを知ることができます。

2016年度から1回生の基礎演習科目にお

いてセメスターに1回のキャリアガイダン

スを行い、4年間を通してキャリア形成す

る重要性を意識する機会としています。特

に3回生のセミナー科目は、研究室の選択

や卒業研究への動機づけに大きな役割を果

たしています。今後も、これらの取り組みを

継続するとともに、より早い段階で卒業研

究への強い動機付けができるような工夫を

行っていきます。

卒業研究で必須の論理的な科学表現を

低回生から身につけるための科目として

開講されていた既存の2科目を統合して、

2017度から専門基礎科目の「アカデミッ

ク表現法」を1回生春学期の開講科目とし

ました。担当教員のみならず、関連する科目

の担当教員も含めて定例報告会を開催し、

2018年度以降の授業内容の質向上に努め

ています。

高度グローバル人材の 
育成を目指して

生命科学は国際化の進んだ分野であり、

情報の取得、発信に英語能力が必要不可欠

です。そのため、生命科学部では学部開設以

来、プロジェクト発信型英語プログラムを

展開してきており、着実に成果があがって

います。しかし、一方で学生自身がその成果

を実感できていない現状もあります。その

ため、これまでの検証手段であった1、2回

生時にそれぞれ2回受験するTOEIC® IPテ

ストに加え、3回生時にTOEFL® ITPテス

トおよびTOEIC® S&Wテストの受験を行

うこととしました。さらに、「英語 JP1」で

行っているような学生と学部専門教員との

討論を通じ、また2013年度より実施して

いる学部独自海外留学ブログラムを活用し、

学生がその実力に応じた実感を持てるよう

な取り組みを行ってきています。

生命科学部が掲げる「卒業回生は卒業研

究の一環として卒業論文の要旨（アブスト

ラクト）を英語でまとめ、口頭発表できるこ

と」という目標を達成できるよう、2017年

度からは「SAPP」を開設して、個別対応型

の英語ライティング支援を始めました。ま

た、新たな試みとして、2018年度から英語

発信スキルの向上を目指す、ゴール・カスタ

マイズ型集中特訓プラットフォーム「PEP 

Boot Camp」の構築を開始します。「PEP 

Boot Camp」では、回生によらず、学生が

必要な時に、その学生に必要な自習ができ

るようになります。

これらの取り組みを今後さらに発展させ

ることにより、グローバルに活躍できる人

材の育成に努めていきます。

生命科学部

高度グローバル人材育成にむけて

※TOEIC®、TOEFL® はEducational Testing Service（ETS）の商標登録です。



「R2020 後半期計画における大学院改

革中期計画（2015 年 12 月 9 日常任理事

会）について」では、大学院改革の方向性

として、①グローバル化の推進、②大学院

教育の実質化の推進、③定員充足および進

学率向上を目指す入学者確保政策の推進、

④第 4 期大学院キャリアパス形成支援制度

の推進、⑤学部との連携、研究科間の連携、

研究所・研究センターとの連携のあり方、

⑥『卓越大学院（仮称）』の対応の検討が示

されました。大学院教育の充実と研究の高

度化に向けて、大学院におけるグローバル

化の推進が重点課題となっています。学

部・大学院を通じた教員養成の質向上・高

度化を実現するために、2017 年 4 月から

教職研究科、人間科学分野の新たな展開と

して、2018 年 4 月から人間科学研究科が

設置されました。大学院全体の高度化と卓

越大学院のための基盤にもなり得ることを

踏まえて、大学院高度化政策予算の具体的

施策として、リサーチ・アシスタント（RA）

制度の規模が拡大されました。2018 年度

では、「特任研究員制度」と理系に対する

「特任助教制度」の新設、産業界と連携融合

した「卓越大学院プログラム」の整備を進

めています。

2017年度全学協議会代表者会議では、

グローバル化の推進・多様な大学院生への支

援、大学院キャリアパス形成支援制度の推進

が主要な論点となりました。主な取り組みに

ついての進捗状況をまとめておきます。

グローバル化の推進・ 
多様な大学院生への支援

1

グローバル化社会で活躍できる高度な

専門性を有する人材を育成するよう各種

の支援制度やプログラムを整備していま

す。大学院高度化予算の施策と大学院キャ

リアパス形成支援として、海外での研究活

動および学会参加における経費の補助に

加え、2017 年度は、大学院生を対象にし

た「英語論文投稿支援制度」と「国外共同

研究奨学金」を整備しました。今後は、外

国語運用能力の測定と向上に向けた取り

組み、英語基準の留学生に対する日本語ラ

イティング指導などの日本語教育を充実

させていきます。

衣笠・BKC における「学内保育所」の

院生利用や、社会人院生を対象とした「長

期履修制度」の継続的運用など、多様な

院生に対する支援もあわせて行っていき

ます。

大学院教育の 
実質化の推進

2

大学院生一人ひとりの研究計画に基づく

指導方針を定めた研究指導計画書を運用し、

系統的な研究指導を行っています。厳格・

公正な学位授与のために、研究科ごとに論

文審査基準及び審査手続きを明示して大学

院生に周知し、それを厳格に運用していま

す。全研究科共通の研究倫理セミナーの開

催、研究科独自のセミナーの開催、博士後期

課程の剽窃防止ツールの導入などを通じて、

研究倫理教育の充実を図っています。

入学者確保政策の推進3

ホームページによる広報の充実や「大学

院ウィーク」の開催に加えて、2017 年度

から、前期課程の学費の大幅な引き下げを

行いました。その効果については、なお検

証が必要ですが、2018 年度は前年度に比

して、志願者・入学者とも増加しています。

大学院キャリアパス形成 
支援制度の推進

4

既存の大学院キャリアパス形成支援制度

に加え、大学院高度化政策により、2017

年度から博士論文出版助成制度を開始し、

2018 年度には RA 制度の拡充を行いまし

た。これまで大学院生に対する様々な支援

を充実させてきましたが、大学院生や教員

への周知の不十分さ、手続き面の課題があ

りました。大学院キャリアパス推進室は、

Annual Report の発行、ホームページで

の情報発信、教員を通じての院生への周知

に取り組むとともに、2018 年度から学会

支援制度を前期課程学会奨学金、後期課程

学会奨学金にするなど、より利用しやすい

制度にするようにしています。

［第Ⅳ章］大学院教育の充実に向けて

1.R2020 後半期計画の進捗と取り組み状況（大学院）
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［第Ⅳ章］大学院教育の充実に向けて

院生協議会からは、（1）留学生支援を

はじめとした大学院生の多様性への支援、

（2）大学院生へのキャリアパス支援、（3）

コモンズをはじめとしたキャンパス単位で

の研究環境への支援、等についての論点が

提示されました。

留学生支援を 
はじめとした大学院生の 
多様性への支援

1

大学院生の多様性への支援については、

「グローバル化対応」、社会人院生、子育て

中の院生、障害のある院生などの「多様な

院生に対する対応」を求めています。

①大学院生と大学側のグローバル
化対応について

大学院生のグローバル化対応について

は、前回の全学協議会では、ダブル・ディ

グリー・プログラムに対する支援拡充や大

学院生向けの短期留学プログラムの拡充を

求めてきました。院生協議会は、国外研究

活動奨励金、英語講座の受講料補助、英語

ライティング・サポートなど、外国語運用

能力向上の支援体制の改善がこれまでに図

られてきたことを評価する一方、学内留学

プログラムの情報が全学レベルで共有され

ておらず、わかりにくいことを指摘してい

ます。さらなるグローバル化対応として、

大学院生が利用できる学内留学プログラム

の情報を統合し、多くの院生が利用しやす

い制度への改正を求めています。

大学側のグローバル化対応については、

前回の全学協議会では、英語基準入学者に

対する研究支援・生活支援への維持拡充、

学内情報の日英二言語対応、人種民族的背

景に関連する文化的配慮など教育国際化に

対応した支援政策についての要望がだされ

ました。留学生が急増している研究科では、

留学生の生活支援が問題となっており、課

題集約の必要性が認識され、2018 年に開

設した BBP を含む相談窓口での一元化の

対応が求められています。

②多様な大学院生に対する対応

前回の全学協議会では、①社会人大学院

生への対応（長期履修制度等）による研究

環境悪化に対する懸念、②多様な働き方を

支援するための遠隔授業の拡充及びカリ

キュラムや開講時間について、大学側との

理解・支援と継続的な協議が求められまし

た。院生協議会は、2011 年度の全学協議

会以降要望していた育児中の院生支援に

ついて、大学院生が学内保育所を利用でき

る大学側の環境づくりは評価できるとと

らえています。

大学院生への 
キャリアパス支援

2

前回の全学協議会では、大学院生の在学

中のキャリア形成支援としてのティーチン

グ・アシスタント（TA）制度の拡充、後期

課程修了後のキャリアとしての PD の待遇

改善とポスト拡充を求めました。2017 年

度全学協議会代表者会議では、独立研究科

における TA の応募機会不足が指摘されま

した。

コモンズをはじめとした 
キャンパス単位での 
研究環境への支援

3

院生協議会は、衣笠キャンパスの究論館

や OIC のリサーチコモンズなど、それぞれ

のニーズの違いを踏まえて、キャンパスご

とのコモンズの運営を求めてきました。研

究環境の改善については、院生協議会が保

有する中期貸し出し PC 構想や大学保有ソ

フトウェアの有効利用など、ICT 環境の整

備を議論してきました。

2017 年度全学協議会代表者会議では、

大学は、学内の留学プログラムの情報発信

を促進すること、専門分野での英語能力の

重要性に鑑みた外国語運用能力向上支援の

利用を促進すること、外部機関との連携を

含む留学生課題に対する様々なサポートが

必要なこと、衣笠と BKC において 2018

年 9 月から「学内保育所」を開設し OIC で

も検討すること、障害のある学生の意見・

ニーズなどを踏まえて多様な大学院生の実

態を把握し大学院生と共通理解すること、

TA、RA、特別研究員の情報を統合、整理

する必要があることを明らかにしました。

以上の論点については、前節で述べたよ

うに、部分的に対応が進んでいるものもあ

ります。大学は、今後も引き続き、キャン

パスごとの物理的条件、研究科ごとの研究

スタイルの違いに考慮しつつ、研究科を超

えた学び合いの機会の具体化にむけて、大

学院生の皆さんと一緒にキャンパス単位で

の研究環境の整備への検討を重ねていく予

定です。

2. 院生協議会から出されている主要な論点
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［第Ⅴ章］2019年度以降の教育・学生支援施策について

包括的な学習・ 
学生支援のしくみの形成

1

学生一人ひとりが、正課と課外すべての

学生生活を通じて学びの主体として自立

し、最大限の成長を遂げられるよう、全て

の学生を対象とする、包括的な学習・学生

生活支援のしくみを形成します。

①初年次における学習支援の充実

A �アカデミック・リテラシー／ 
ライティング・サポートによる 
調べる力・読む力・書く力の育成

学びの姿勢を確立するうえでは、早い段

階からアカデミック・リテラシー（基本的

な学習の技法）や文章作成の技法を身につ

けることが重要です。これらの技法は、学

びの集大成としての卒業論文や卒業研究

の土台となるものです。調べる力・読む力・

書く力の形成に向けて、各学部において、

基 礎 演 習、リ テ ラ シ ー 入 門、Academic 

English などの初年次教育の中心的な科

目の中で、あるいはそれらとの密接な連携

のもとに、日本語および英語によるリテラ

シー／ライティングのサポートを展開し

ます。各学部の学びの特徴に適合したサ

前回の全学協議会以降の教育実践および

学生生活の実態をふまえて、2019 年度以

降の教育改革と学生生活支援の施策を進め

ていきます。ここまでの章では、学友会、

院生協議会そして大学の各パートから、教

育および学生生活の実態と改革課題が提起

されました。R2020 後半期計画をより高

い質で実践していくためには、このような

改革課題を解決して 2021 年度以降の施

策につなげていく取り組みが必要です。

本 学 で は、2011-2020 年 度 の 学 園 ビ

ジョンと計画に基づいてこれまで推進し

てきた教育改善および学生生活支援の取

り組みを発展させ、次の 10 年間（2021-

2030 年度）の計画の土台を形成すべく、

「学びのひろがり、つながり、変革を協創す

る（ともに創り上げる）ラーニング・イノ

ベーション」の検討を行っています。この

基本的な考え方は、（1）学部・研究科がす

でに取り組んでいる（あるいは今後取り組

もうとしている）施策をさらに充実させる

こと、（2）個々の学部・研究科だけでは解

決が困難な課題について全学的な制度を整

えること、（3）キャンパスを単位として、

学習面と生活面を包括するサポートの枠組

みを作ること、（4）学部・研究科を超えた

学びの場を広げること、です。これらの考

え方に沿って、およそ以下のような方向で、

「協創するラーニング・イノベーション」の

諸施策を具体化していきます。

学生一人ひとりの学びの動機づけ・習慣

づけに向けた学習アドバイジングのしく

みの構築をめざします。学習アドバイジ

ングは、学生が目標や計画を設定し、それ

らに照らして自らの学びの到達点を定期

的に振り返ることの支援を目的として行

います。この振り返りにあたって、各時点

での目標、これまでの学習の歩み、さらに

は、国際交流、地域連携、ボランティア、ピ

ア・サポート、課外自主活動などへの参加

の状況や卒業・進学後のキャリアビジョン

を考慮したアドバイジングができるよう、

manaba+R に履修・活動ポートフォリオ

の機能を追加することを予定しています。

また、各部門に分散するデータをシステ

ムとして統合・共通化しつつ、具体的な支

援については、個々の学部・部門がその特

性に応じた方法で支援を行えるようにしま

す。各キャンパスのコモンズを、その環境

に応じて、学習・履修相談の場としても活

用します。

1. 基盤となる取り組み

2. 学びの共同体を広げる・つなげる取り組み
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ポートを行うために、到達目標を設定し、

教材やプログラムの開発を進めます。技法

の習得とともに、剽窃禁止を含む学習者と

してのルールや倫理の理解を深めます。日

本語を学ぶ留学生に対しては、大学全体で

の共通のライティング支援のしくみを設

けます。

B �個の成長の観点からのピア・ラーニング・ 
システム（学び合いのしくみ）の再構築

ES（エデュケーショナル・サポーター、

学部生）や TA（ティーチング・アシスタン

ト、大学院生）の授業内での役割を、授業

の補助という側面とともに、ピア・サポー

ト活動を通じた学生自身の成長という観点

から改めて明確化します。ライティング・

チューター、文献検索の手伝い、ノートの

取り方の指導など、特定の専門性をもった

ピア・サポーターの育成と運用について検

討を行います。正課および正課外で学習支

援や履修アドバイジングに関わる活動を

行っている様々な種類のピア・サポーター

間の連携を進めます。

C �授業内でのアクティブラーニングと 
授業外での課題学習の連結

学生の授業への参加姿勢をより能動的

なものにするためには、教員側での準備と

ともに、学生が授業外で予習・復習や課題

学習に取り組むことが不可欠です。シラバ

スおよび毎回の授業で、授業時間外に学習

すべきことを具体的に指示し、一定時間

の授業外学習を前提とすることによって、

授業の双方向性・探求性を高めます。課題

の 掲 示・提 出・フ ィ ー ド バ ッ ク に お け る

manaba+R の利用を拡大します。学生の

負担が過重にならないよう、学部ごとに、1

週間に各授業で求められる課題学習の時間

総量が適切になるように調整に努めます。

以上の取り組みは初年次に力点を置いて

いますが、必ずしも初年次に限定されるわ

けではありません。取り組みの一部は、上回

生を含む全ての学生に共通するものです。

D �入学時の学力把握および正課と 
連動したリメディアル教育

入学時の語学スコアや基礎学力診断テ

ストなどに基づいて、初年次の学びでのつ

まずきの可能性を早期に発見します。基礎

学力の点で課題のある学生に対しては、初

年次の小集団科目 , あるいは、学部ごとの

学びの内容に応じて設定される正課内の

補強科目や正課外の補習教室での対応を、

e-learning やピア・サポーターの活用を含

めて拡充します。これらの取り組みと学生

生活の面での支援との結合をはかります。

以上の取り組みは初年次に力点を置いて

いますが、必ずしも初年次に限定されるわ

けではありません。取り組みの一部は、上回

生を含む全ての学生に共通するものです。

②初年次における学生支援の充実

高校から大学への学びと学生生活への

スムーズな移行支援は大きな課題であり、

これを支えるために、各キャンパスにお

いて学生支援コーディネーターを拡充し

て配置し、学習・生活上の困難を抱える学

生に対する支援体制を充実させます。さ

らに、各学部とコーディネーターが連携

することで、支援を必要とする学生を早

期に発見し、継続的に支援できるような

体制作りを進めます。また、グローバル化

の一層の進展により英語基準の留学生が

増加していることに対応して、英語によ

る支援体制の充実をめざします。さらに、

専門スタッフだけでなく、SSP（「自立支

援プログラム」および「成長支援プログラ

ム」）を支えるピア・サポーターの拡充と

育成を進めます。

初年次の学生支援の重点として SSP を

拡充することにより、除籍や退学につなが

るような学習上・学生生活上のつまずきを

早期に克服する体制づくりを進めます。

③�オリター等のピア・サポーターの 
体系的・組織的育成

オリター等を中心とする本学のピア・サ

ポート制度は、初年次教育の充実と学習・

学生生活支援において、学生の成長、学生

相互の学び合い、意欲の向上という点で重

要な役割を果たしてきました。しかしなが

ら、3 キャンパス化、大学の規模拡大、教育

内容の高度化などにより、ピア・サポーター

の役割も変化しつつあります。従来のオリ

ター等に期待される役割についても、共通

の理解があるとはいえなくなっており、各

学部とオリター等の間での協議がますます

重要になっています。

オリター等の個々のピア・サポーターの

役割を、学習と生活の両面での多様なピ

ア・サポート活動の全体像をふまえて再定

義・確認します。研修体制の充実によって、

初年次教育を支えるうえで重要なピア・サ

ポート体制を強化するとともに、さまざま

なピア・サポート団体への支援を進め、ピ

ア・サポーターの育成をはかります。

④留学生支援体制の強化

学生・大学院生に占める留学生の割合が

［第Ⅴ章］2019年度以降の教育・学生支援施策について
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1 割を超え、学部によっては 2 割にも及ぶ

なかで、留学生も大学構成員のなかで主

体的な役割を担うべき時代に入りつつあ

ります。他方で、留学生特有の支援ニーズ

があることも事実であり、引き続き関係

部門が連携して留学生支援体制の強化に

つとめます。具体的には、留学生の日常生

活面を含むさまざまな相談をまずは受け

止め、必要に応じて専門部門につなぐ留

学生支援コーディネーターの配置を進め

ます。

⑤�豊かな教養と 
シチズンシップの育成

2020 年度からの教養改革の実施に向け

て、平和・民主主義・主権者教育に関わる

科目の再編と拡充、芸術分野の増設、カリ

キュラム・マップの作成による教養科目に

おける学びの体系の可視化などの議論が進

行中です。特に、英語で行われる教養科目

の増設については、正規および短期の留学

生の増大に対応するために、2019 年度か

らの先行的な実施をめざします。

⑥�意欲の高い層を 
さらに伸ばすプログラム

学部の枠を超えて外交官、国際機関職員、

NGO リーダーなどをめざす学生が集う「国

際社会で活躍する人材養成特別プログラ

ム」、国家公務員総合職を志望する学生に

向けて公共を担う志を形成する「霞塾」、産

業界と連携しつつ国内学生と留学生が学び

合う「グローバル人材養成プログラム」を

継続します。また、学生が自らプログラミ

ングやもの作りを実践する BKC での「オー

ルイン・ワン・ラボ」など、キャンパス単位

での横断的な学びの場の拡大をはかりま

す。さらに、文部科学省から時限付きの補

助金を得て実施している様々な取り組みで

効果の高いものについては、恒常的な制度

への移行を進めます。

課外自主活動分野においても、リーダー

層に対する SSP「成長支援プログラム」を

体系化することで、課外での学びと成長の

促進を図るとともに、学びのコミュニティ

集団形成助成金や未来人財育成奨学金など

において、新たな活動に取り組む積極層を

支援します。

ダイバーシティー & 
インクルージョン 

（多様性と包摂）の推進

2

①�ジェンダー、セクシュアリティに 
関する相談・支援体制の構築

性自認・性的志向における多様性につい

て、社会的にも関心が高まっています。現

状では学生オフィスの支援コーディネー

ターが個別に対応をしていますが、大学が

組織的に対応すべき課題としてとらえて、

相談・支援体制の構築を進めます。

この問題での困りごとを抱える学生への

相談・支援体制だけでなく、すべての学生・

教職員がこの課題についての理解を深める

ことが、多様性を尊重するキャンパス実現

のために何より重要です。教職員への研修

や学生への啓発活動などの取り組みを進め

ます。

②�障害学生支援室・学生サポート
ルームにおける支援充実

さまざまな困りごとを抱える学生の相

談ニーズはますます多様化しています。ま

た、困りごとの相談に対する社会的な理解

や認知が進んだことで、支援室の利用者も

増加しています。さらには、留学生の増加

にともない英語での相談対応も増加して

おり、学生の多様性にこたえる体制強化が

喫緊の課題となっています。とりわけ相談

ニーズが増加している精神・発達分野や留

学生の英語対応を中心に、各キャンパスで

支援コーディネーター等の体制強化をはか

り、個々の支援・相談ニーズに応えていき

ます。

③�経済的困窮層を対象とする 
就学支援

前回の全学協議会では、学友会から、家

計の多様性も本学が持つ多様性の一つで

あるとの見解が出され、R2020 後半期計

画においても、これまでと同様に給与収入

400 万円以下層を要支援対象とする支援

がはかられてきました。引き続き、この層

における受給率を 100% に近づけていく

ための取り組みを進めます。

3. 学びの空間を広げる・つなげる取り組み

地域との協創でつくる 
学び

1

在学中に地域貢献にかかわる活動を体験す

る学生を増やすために、現行のサービスラー

ニングをはじめとする地域貢献と結びついた

学びの拡大に向けた科目開発を進めます。

正課外の活動においても、課外自主活動

クラブ・サークルだけでなく、学びのコミュ

ニティ形成助成金による団体等が地域貢献

活動に積極的に取り組んでいます。学生が

成長する機会として、社会との関係を意識

するときや異年齢の大人と接したときが挙

げられます。引き続き、学びと成長の機会

を後押しする助成金・奨学金制度の運用と、

活動の振り返りの機会を設けていきます。

グローバルな学び2

経 済 社 会 活 動 や 持 続 可 能 な 開 発 目 標

（SDGs）に 向 け た 取 組 み が ま す ま す
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Border を超えて行われるなか、大学での

学びもそれに対応してグローバルな視点か

ら展開することが必要であることはいうま

でもありません。立命館大学は 2014 年度

にスーパーグローバル大学（SGU）の指定

を受け、新規の留学プログラムの開発や教

育の国際化に取り組んできていますが、学

生・大学院生の海外派遣や留学生の学習機

会の拡大をはじめ、取組みを加速すべき課

題も残されています。

そこで、2019 年度から順次、以下のよ

うな重点施策を講じます。

①�海外を一度は経験することの 
促進による学びの動機づけ

国内学生が在学中に一度は海外での経験

を積むための機会を拡大することで、その

後の語学学習や専門学習への動機づけを図

ります。当面は参加しやすい短期プログラ

ム（全学・学部）を拡充することとし、これ

らプログラムに対する支援を強化します。

②�到達目標とその検証方法を 
明確にした語学教育

各学部で設定した英語教育の到達目標の

達成に向けた取組みを、検証方法の明確化

も含めて進めます。また、交換留学に必要な

語学基準のクリアを目指す学生を対象とす

る言語学習プログラムを拡充し、これらプ

ログラムの受講に対する支援を強化します。

③ �Beyond Borders Plaza（BBP）を
活用した言語学習・国際交流の 
企画運営

2018 年度から開設した BBP を拠点と

した言語学習や国際交流を一層促進しま

す。国際交流の観点からは、留学生と国内

学生の学びあいの機会を拡充します。

④�日本でのキャリア形成を 
視野に入れた日本語学習強化

留学生の日本企業への就職には一定の日

本語運用能力が不可欠であり、キャリア形

成を視野に入れた日本語学習を強化します。

⑤英語での開講授業の増大

SKP（Study in Kyoto Program） 等

のプログラムにより本学で学ぶ短期留学生

の多くは、英語で開講される授業を履修し、

一定数の単位を取得する必要があります。

そこで、現在は限定的な英語開講科目やそ

の受講可能人数を抜本的に増大し、学びあ

いを促進します。

大学院での研究に 
つながる学び

3

大学院での魅力ある研究に早い段階で触

れるため、ピア・サポートを活用した研究紹

介や研究室体験制度を強化します。学内進

学については、研究科の進学ガイダンスと

大学院ウィークの連携を図り、研究紹介と

各種奨学金・研究支援・留学制度の一層わか

りやすい提示に努め、早期履修制度や大学

院進学プログラムを拡充します。また、卓越

大学院での高度な研究の場を整備します。

学生・大学院生のキャリアパス形成支援

については、特任助教制度（理系）や特任研

究員制度を、すでに実施している RA 制度

の拡充（理系）や博士論文出版助成制度（文

系）などと合わせて整備していきます。

以上が現時点での「協創するラーニング・

イノベーション」施策の大きな方向性で

す。そのより詳しい内容については、ここ

に上がっていない施策を含めて、今後、学

部・研究科などでの検討や、全学協議会で

の学生の皆さんとの議論を経て、確定と具

体化をはかっていきます。また、先行的に

実施する必要のあるものについては、財政

的条件も見極めつつ、2019 年度あるいは

2020 年度から順次実施していきます。

なお、学友会から論点として提起されて

いるキャンパス環境や課外自主活動環境

（第Ⅱ章 3. 3、4）の課題については、懇

談会等での議論を参考にしつつ、優先度

や 整 備 規 模 を 勘 案 し、R2020 後 半 期 の

キャンパス整備計画または 2021 年度以

降の整備計画の中で、年次的な改善を検

討します。

［第Ⅴ章］2019年度以降の教育・学生支援施策について


